
加入率（％）

H25年度末 H26年度末

加入世帯数

整備地域の世帯数

49.8 50.8
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㉑サービス開始日

㉒サービス形態

㉓契約先

加入率（％） 30 40 39.3 45.9 47.5

㉔整備計画時の目標 ㉕実績

初年度 最終 H22年度末 H23年度末 H24年度末

257 264 277 282

整備地域の世帯数 500 500 554 559 556

BB

⑯サービス開始日 平成22年5月6日

⑰サービス形態 公設民営（IRU）

⑱契約先 東日本電信電話株式会社福島支店

⑲整備計画時の目標 ⑳実績

初年度 最終 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末

556 555

加入世帯数 150 200 218

１０１，８８９千円

⑫交付金額 ３３，９６３千円

⑬整備対象地域
玉川村東部地区（南須釜・北須釜・吉・山小屋・四辻新田・山新田地区）
別紙地図のとおり

⑭条件不利地域 ―

⑦公表方法及び時期 ＨＰ： http://www.vill.tamakawa.fukushima.jp/、広報誌：２８年９月号

事業の概要　

⑧事業年度 H２１年度 ⑨事業完了日 平成22年4月20日

⑩総事業費 １０１，８８９千円
⑪補助対象事業費

⑮事業の内容

本村東部地区においては、採算面等の理由により通信事業者による整備が見込
めない状況であり、通信事業者による光ファイバー整備が完了している西部地区と
の情報格差を是正するため、村がFTTH方式による光ファイバー網を整備し、東日
本電信電話株式会社福島支店とのIRU契約により超高速インターネット接続環境
を構築し、ブロードバンドゼロ地域を解消し地域の活性化が図られることとなりまし
た。
光ファイバー網整備は総延長５０．１８６６㎞となり、本事業により村内全域での光
ファイバーによる超高速インターネット接続環境が整備されました。

③市町村名 玉川村 ④事業主体 玉川村

⑤所管部署 総務課 ⑥評価者名 丹内一彦

①事業名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業 ②連絡先

TEL 0247-57-4621

Mail info@vill.tamakawa.fukushima.jp

mailto:info@vill.tamakawa.fukushima.jp


㉔評価及び課題

村の情報施策に対し、住民のご理解ご協力により初年度から多くの方が、サービ
スに加入していただけました。
ブロードバンドサービス加入者は、年々増加傾向にあり、整備計画の最終加入目
標世帯を上回っている状況です。このことから、地域間における情報格差の是正
等の当初の目標は達成しつつあると一定の評価をしております。一方、今後の課
題としてブロードバンド基盤の維持管理の経費負担が発生することが予想されるこ
と等、村財政を圧迫することが懸念されます。
また、月額利用料への負担感が大きいことや、高齢化や携帯電話・スマートフォン
の普及により、加入率が伸び悩んでいる傾向にあります。

㉑これまでの加入
促進の取組

①平成２２年２月号・４月号に加入促進案内を掲載しました。
②平成２２年４月に各地区公民館等において説明会を実施し、その際、加入申し
込みを受け付けました。
③平成２２年４月高齢者の方も読みやすいよう文字を大きくしたサービス開始案内
をエリア内の全戸に配布しました。

㉒成果

①光ファイバー整備が完了している西部地区との情報格差の是正が成されまし
た。
②超高速インターネット接続環境が構築されブロードバンドゼロ地域の解消とな
り、地域の活性化が図られたと考えます。
③ｻｰﾋﾞｽ開始２年目で最終目標加入率の４０％を上回りました。

㉓効果

①都市部と比較してタイムラグがなく情報収集が可能になりました。
②いつでも、誰とでも情報交換が可能になったことにより、住民同士や他地域の方
との交流が盛んになると考えられます。
③防災・行政情報伝達システムの構築やインターネットを使った教育指導が可能
になりました。また、防災情報等の提供が迅速になりました。
④高齢者の一人世帯の見守りサービス等を行うことが可能となりました。
⑤迅速な情報伝達により、情報格差が是正されたことで今後の人口流出の抑制等
が期待されます。

ＢＢ ＣＡＴＶ

⑳提供サービス内
容及び料金

加入料：１８，８００円（工事費込）
月額
　1Gbps　　 　５，４００円
　200Mbps　　５，２００円



ＢＢ ＣＡＴＶ

㉕今後の取組
及び

方向性

・今後は、パソコンを所有していない高
齢者や未加入世帯に向けたパソコン教
室やインターネット講習会等の開催を検
討していきます。
・広報誌に特集記事を掲載します。
・教育、産業、防災、福祉、子育て、など
様々な分野に対して、地方創生総合戦
略に資する取り組みを推進展開します。
・サービス提供事業者に対して新規加
入料及び月額利用料の割引を働きかけ
たり、高齢者世帯での新たなブロードバ
ンド活用法を検討することで、加入率の
向上を図ります。


